
令和６年度八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金交付要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、八戸市保育士資格等取得支援事業実施要綱（令和７年１月28日実施。以下「実

施要綱」という。）に基づき、別表に定める対象施設等に対し、保育士資格等取得に要する経費に

ついて、令和６年度予算の範囲内において、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金（以下「補

助金」という。）を交付するものとし、その交付については、八戸市補助金等の交付に関する規則

（昭和61年八戸市規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領の定めると

ころによる。  

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、実施要綱第４条第２項の規定による通知を受けた者とする。 

 

（補助対象経費及び補助金の額）  

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、別表事業の種類の欄各項の区分に応じ、同表補助対象経

費の欄各項に定めるとおりとする。 

２ 補助金の額は、別表事業の種類の欄各項の区分に応じ、同表補助対象経費の欄各項に定める実支

出額の合計額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して小さい方の額に、同

表補助率の欄各項に掲げる割合を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てた額）の合計額とし、それぞれ同表上限額の欄各項に掲げる額を限度とする。  

 

（交付の申請）  

第４条 規則第３条に規定する補助金交付申請書は、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金交付

申請書（別記第１号様式）のとおりとする。  

２ 規則第３条の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。  

(1) 所要額内訳表（別記第２号様式）  

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第５条 規則第５条の規定による通知は、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金交付決定通知書

（別記第３号様式）により行うものとする。 

 

（交付の条件）  

第６条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第４条第２項の規定

により付される条件となるものとする。  

(1) 実施要綱第２条の表に規定する受講者が対象施設等での勤務をできなくなった場合は、速やか

に市長に報告し、その指示を受けること。 

(2) 実施要綱第２条の表に規定する指定保育士養成施設又は大学等（以下「養成施設等」という。）

の受講に要した経費の収支、その他対象施設等での勤務及び代替職員雇上に関する帳簿、証拠書



類等を当該補助金の交付に係る事業完了の日の属する年度の翌年度から５年間備えておくこと。 

(3) 前号の帳簿、証拠書類等を検査する場合又は養成施設等の受講及び対象施設等での勤務状況、

代替職員雇上等について報告を命じた場合においてこれに応ずること。 

 

（実績報告）  

第７条 規則第12条に規定する実績報告書は、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金実績報告書

（別記第４号様式）のとおりとする。  

２ 規則第12条の規定により前項の報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。  

 (1) 精算額内訳表（別記第５号様式） 

(2) 事業完了報告書（別記第６号様式）  

(3) 当該補助金に係る収支決算（見込）書抄本  

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定）  

第８条 規則第13条の規定による通知は、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金確定通知書（別

記第７号様式）により行うものとする。  

 

（交付の時期等）  

第９条 補助金は、規則第13条の規定によりその額が確定した後、前条の規定による通知を受けた者

からの請求に基づき交付する。 

２ 前項の請求は、八戸市保育士資格等取得支援事業費補助金請求書（別記第８号様式）により行わ

なければならない。 

 

（その他） 

第10条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則  

この要領は、令和７年１月28日から実施し、令和６年４月１日から適用する。  

  



別表  

事業の種類 補助対象経費 補助率 上限額 対象施設等 

(1) 保育教諭確保

のための保育士

資格取得支援事

業 

対象施設等の欄に掲げる施設

が雇用している幼稚園教諭免許

状を有する者であって保育士資

格を有していない者が「保育士

試験の実施について」（平成15

年12月１日雇児発第1201002号

雇用均等・児童家庭局長通知。

以下「平成15年通知」とい

う。）別表の②及び③による制

度により保育士資格を取得する

ために要した指定保育士養成施

設の受講に係る入学料及び受講

料（面接授業料、教科書代及び

教材費を含む。以下同じ。）並

びにこれらに係る消費税 

１／２ 受講者１人につき100千円 

 

八戸市内に所在 

する以下の施設 

ア 幼保連携型

認定こども園 

イ 幼保連携型

認定こども園

への移行を予

定している保

育所、幼稚園

又は認定こど

も園 

当該受講による職員の代替に

伴う雇上費 

10／10 １日あたり7,690円に雇上日数

（20日を上限とする）を乗じ

た額 

(2) 幼稚園教諭免

許状を有する者

の保育士資格取

得支援事業 

対象施設等の欄に掲げる者が

平成15年通知別表の②及び③に

よる制度により保育士資格を取

得するために要した指定保育士

養成施設の受講に係る入学料及

び受講料並びにこれらに係る消

費税 

１／２ 受講者１人につき100千円 八戸市内に住所

を有し幼稚園教

諭免許状を有し

保育士資格を有

していない者 

(3) 保育所等保育

士資格取得支援

事業 

対象施設等の欄に掲げる施設

が雇用している保育士資格を有

していない保育従事者が保育士

資格を取得するために要した指

定保育士養成施設の受講に係る

入学料及び受講料並びにこれら

に係る消費税 

１／２ ① 指定保育士養成施設を卒

業することにより保育士資

格を取得する者：受講者１

人につき300千円 

八戸市内に所在 

する以下の施設 

ア 保育所 

イ 幼保連携型

認定こども園 

ウ 幼稚園型又

は幼保連携型

認定こども園

への移行を予

定している幼

稚園 

エ 乳児院 

オ 児童養護施     

 設 

② 保育士試験の全てを免除

され保育士資格を取得する

者  

・ 平成15年通知別表の②

及び③による制度を活用

する者：受講者１人につ

き100千円  

・ 平成15年通知別表の①

による制度を活用する

者：受講者１人につき200

千円 

 

 



 

※幼稚園教諭免許状特例制度：子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推 

進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

（平成24年法律第 67 号。以下「認定こども園法等関係整備法」という。）により改 

正された教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）附則第 19 項に基づく幼稚園 

教諭免許状授与の所要資格の特例制度。  

事業の種類 補助対象経費 補助率 上限額 対象施設等 

(4) 認可外保育施

設保育士資格取

得支援事業 

対象施設等の欄に掲げる施

設が雇用している保育士資格

を有していない保育従事者が

保育士資格を取得するために

要した、指定保育士養成施設

の受講に係る入学料及び受講

料並びにこれらに係る消費税 

１／２ ① 指定保育士養成施設を卒

業することにより保育士資

格を取得する者：受講者１

人につき300千円 

八戸市内に所在 

する以下の施設 

認可外保育施設 

② 保育士試験の全てを免除

され保育士資格を取得する

者  

・ 平成15年通知別表の②

及び③による制度を活用

する者：受講者１人につ

き100千円  

・ 平成15年通知別表の①

による制度を活用する

者：受講者１人につき200

千円 

当該受講による保育従事者

の代替に伴う雇上費 

10／10 １日あたり7,690円に雇上日数 

（20日を上限とする）を乗じ 

た額 

(5) 保育教諭確保

のための幼稚園

教諭免許状取得

支援事業 

対象施設等の欄に掲げる施

設が雇用している保育士資格

を有する者であって幼稚園教

諭免許状を有していない者が

幼稚園教諭免許状特例制度

（※）等により幼稚園教諭免

許状を取得するために要した

大学その他の機関における入

学料及び受講料並びにこれら

に係る消費税 

１／２ 受講者１人につき100千円 八戸市内に所在 

する以下の施設 

ア 幼保連携型

認定こども園 

イ 幼保連携型

認定こども園へ

の移行を予定し

ている保育所、

幼稚園又は認定

こども園 

当該受講による職員の代替

に伴う雇上費 

10／10 １日あたり7,690円に雇上日数 

（20日を上限とする）を乗じ 

た額 


